町村税財源の充実確保に関する特別決議
全国の町村は、その多くが中山間地域や離島といった厳しい地理的環境の下にあり、都市に較べ経済的にも大きなハンディキャップを背負っている。

こうした中、各町村も地域住民の福祉の向上を目指し、限られた資源を有効に活かしつつ、効率的な行政の遂行に努めている。

折りしも、国全体として行財政改革が叫ばれる中、既に町村は骨身を削る思いで歳出削減をしており、国の財政再建の下、さらに地方交付税の縮減が行われるようになれば、基礎的自治体の存立すら危ぶまれることとなる。

よって、国は、地方財政制度の見直しに当たっては、特に下記事項の実現を図るよう、強く要請する。

記

１　町村の安定的な財政運営に必要となる地方税、地方交付税等の一般財源の総額を確保すること

２　「新型交付税」については、現行との間に乖離が生じないようにし、条件不利地域等の特別な財政需要にも適切に対処すること
３　町村が人口割合に比べて広い面積を有し、国土保全、水源涵養、食糧生産、地球温暖化防止等に重要な役割を果たしていることを踏まえ、このような農山漁村地域の価値を維持・形成していくために必要な需要額を、新たに基準財政需要額に算入するなど地方交付税の算定基準を見直すこと
　　以上、決議する。

　　平成１８年１１月２２日
　　　　　　　　　第５０回町村議会議長全国大会
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